
８．幼児教育の振興

(前 年 度 予 算 額 35,902百万円）
（平成30年度概算要求・要望額 52,944百万円）

※事項要求含む

１．要 旨

幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであること

に鑑み、幼児教育無償化に向けた取組を段階的に進めるとともに、幼児教育

の質の向上及び環境整備を促進することにより幼児教育の振興を図る。

２．内 容

（１）幼児教育無償化に向けた取組の段階的推進【事項要求】

幼稚園就園奨励費 30,899百万円（ 30,899百万円）

「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成29年

７月31日開催）で取りまとめられた方針等を踏まえ、「環境整備」と「財源確

保」を図りつつ、幼児教育無償化に向けた取組を段階的に進めることとし、

その対象範囲や内容等については予算編成過程において検討する。

（２）幼児教育の質の向上 344百万円（ 353百万円）

◆幼児教育の推進体制構築事業 183百万円（ 183百万円）

地域の幼児教育の質の向上を図るため、地域の幼児教育の拠点となる幼

児教育センターの設置や、幼稚園・保育所・認定こども園等を巡回して助

言等を行う「幼児教育アドバイザー」の育成・配置など、自治体における

幼児教育の推進体制の検討・整備を行う。

【委託事業：都道府県、市町村】

◆幼稚園の人材確保支援事業 86百万円（ 86百万円）

幼稚園における優秀な人材の安定的な確保を図るため、離職防止のための研

修や働きやすい環境の整備、離職者の再就職促進のためのマッチング制度の構

築など、各地域における先導的な人材確保策を支援し、有効な方法を検証・普

及する。

【委託事業：都道府県、市町村、幼稚園関係団体】
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◆幼児期の教育内容等の充実 37百万円（ 17百万円）

①幼児期の教育内容等深化・充実調査研究 17百万円（ 17百万円）

効果的な指導方法や実効性のある学校評価など、幼児期における教育

内容等について、より深化・充実するための調査研究を実施する。

【委託事業：都道府県・市町村、大学、教育研究団体等】

②幼稚園における2歳児の円滑な受入れのための調査研究 20百万円（ 新 規 ）

幼稚園における2歳児の円滑な受入方法等についての調査研究を行い、

２歳児から３歳児への切れ目ない対応（幼稚園接続保育）の実施を推進する

とともに、幼稚園における待機児童解消に向けた取組を推進する。

【委託事業：都道府県・市町村、大学、教育研究団体等】

◆幼稚園教育要領の普及・啓発 30百万円（ 58百万円）

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上

での参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央及び都道府

県において研究協議会を行う。

◆ECEC Network事業の参加 8百万円（ 9百万円）

OECDにおいて計画されている 国際幼児教育・保育従事者調査等に参加

し、幼児教育の質の向上を図るための政策立案に資するデータを収集する。

※ ECEC : Early Childhood Education and Care

（３）幼児教育の環境整備の充実 21,700百万円（ 4,650百万円）

◆認定こども園等への財政支援 21,100百万円（ 4,148百万円）

認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策・バリアフリー化に要す

る経費の一部を補助するとともに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進、

研修等の実施、園務改善のためのICT化等を支援する。

認定こども園施設整備交付金 20,000百万円（3,003百万円）

【負担割合：国1/2 市町村1/4 事業者1/4 等】

教育支援体制整備事業費交付金 1,100百万円（1,145百万円）

【負担割合：国3/4 事業者1/4 等】

◆私立幼稚園の施設整備の充実 600百万円（ 502百万円）

緊急の課題となっている耐震化に取り組むとともに、幼稚園の施設の

防犯対策、アスベスト対策、バリアフリー化、エコ改修等に要する経費

の一部を補助することにより幼稚園の環境整備を図る。

【補助率：1/3（Is値0.3未満1/2）】
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Ⅱ 幼児教育の質の向上 ３.４億円(３.5億円)Ⅱ 幼児教育の質の向上 ３.４億円(３.5億円)

◆認定こども園等への財政支援【拡充】
211億円(41億円)

認定こども園の施設整備・防犯対策・バリア
フリー化に要する経費を補助するとともに、幼
稚園教諭免許状と保育士資格の併有促進、研修
等の実施、園務改善のためのICT化等を支援する。
・認定こども園施設整備交付金 （200億円）
・教育支援体制整備事業費交付金（ 11億円）

◆私立幼稚園の施設整備の充実
6億円(5億円)

緊急の課題となっている耐震化に取り組むとと
もに、学校法人立幼稚園等の施設の防犯対策、ア
スベスト対策、バリアフリー化、エコ改修等に要
する経費の一部を補助することにより幼稚園の環
境整備を図る。
【補助率】1/3（Is値0.3未満1/2）

◆幼児教育の推進体制構築事業
183百万円(183百万円)

地域の幼児教育の拠点となる幼児教育センターの
設置や、幼稚園・保育所・認定こども園等を巡回
して助言等を行う「幼児教育アドバイザー」の育
成・配置など、自治体における幼児教育の推進体
制の検討・整備を行う。

◆幼稚園の人材確保支援事業
86百万円(86百万円)

幼稚園における優秀な人材の安定的な確保を図
るため、離職防止のための研修や働きやすい環境
の整備、離職者の再就職促進のためのマッチング
制度の構築など、各地域における先導的な人材確
保策を支援し、有効な方法を検証・普及する。

【参考】
年収はモデル世帯（夫婦（片働き）と子供2人）の場合の目安

幼児教育無償化に関する関係閣僚・与
党実務者連絡会議」（平成29年7月31日
開催）で取りまとめられた方針等を踏ま
え、幼児教育無償化に向けた取組を「環
境整備」と「財源確保」を図りつつ、段
階的に進めることとし、その対象範囲や
内容等については予算編成過程において
検討する。

幼児教育の振興 平成30年度概算要求額：529億円(359億円)

Ⅰ幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進【事項要求】309億円(309億円)Ⅰ幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進【事項要求】309億円(309億円)

～これまでの取組～

＜平成29年度＞
・市町村民税非課税世帯の第2子無償化
・年収約360万円未満世帯の保護者負担軽減

＜平成28年度＞
・年収約360万円未満世帯について、第1子の年齢

に関わらず、第2子を半額、第3子以降を無償
・ひとり親世帯について

①市町村民税非課税世帯は第1子から無償
②年収約360万円未満世帯は第1子を半額、

第2以降を無償

Ⅲ 幼児教育の環境整備の充実 217億円(47億円)Ⅲ 幼児教育の環境整備の充実 217億円(47億円)

◆幼児期の教育内容等の充実【拡充】
37百万円(17百万円)

○幼児期の教育内容等深化・充実調査研究
効果的な指導方法や実効性のある学校評価など、

幼児期における教育内容等について、より深化・
充実するための調査研究を実施する。

○幼稚園における2歳児の円滑な受入れのための
調査研究【新規】

幼稚園等における2歳児の円滑な受入方法等に
ついての調査研究を行い、2歳児から3歳児への
切れ目ない対応（幼稚園接続保育）の実施を推進
するとともに、幼稚園等における待機児童解消に
向けた取組を推進する。

◆幼稚園教育要領の普及・啓発
30百万円(58百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切
な教育課程を編成、実施する上での参考資料を
作成するとともに、指導上の諸課題等に関して
中央及び都道府県において研究協議会を行う。

◆ECEC ※ Network事業の参加
8百万円(9百万円)

OECDにおいて計画されている国際幼児教育・
保育従事者調査に参加し、幼児教育の質の向上を
図るための政策立案に資するデータを収集する。
※ECEC : Early Childhood Education and Care
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Ⅰ 幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進【事項要求】
（幼稚園就園奨励費補助）

※幼稚園就園奨励費補助 （ 補助率：１／３以内 ）
幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業」を実施してい

る地方公共団体に対し国が所要経費の一部を補助する。

○幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼
児教育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担を軽減し、無償化に段階的に取り組む。

○「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成29年7月31日開催）で取りまとめら
れた方針等を踏まえ、平成29年度については、低所得の多子世帯等の保護者負担軽減を図り、幼児教
育無償化に向けた取組を推進。

（前年度予算額 ３０９億円）
子ども・子育て支援新制度移行分を含めた所要額：３３４億円

o

平成３０年度要求額 事 項 要 求

＜参考１＞幼児教育無償化に向けた平成2９年度の取組

＜参考２＞国庫補助限度額と保護者負担の現状等（平成2９年度）

１．市町村民税非課税世帯第2子の無償化

◆市町村民税非課税世帯の第２子の保護者負担を無償にする。
＜保護者負担額＞

第2子 H28:月額 1,500円 → H29:0円（▲ 1,500円）
年額 18,000円 → 0円（▲18,000円）

◆ひとり親世帯等の保護者負担の軽減措置を更に拡充する。
＜保護者負担額＞ 第1子 H28:月額 7,550円 → H29:月額 3,000円（▲ 4,550円）

年額 91,000円 → 年額 36,000円（▲55,000円）

◆その他の世帯の保護者負担を以下のとおり軽減する。
＜保護者負担額＞ 第1子 H28:月額 16,100円 → H29:月額 14,100円（▲ 2,000円）

年額192,800円 → 年額168,800円（▲24,000円）

第2子 H28:月額 8,050円 → H29:月額 7,050円（▲ 1,000円）
年額 97,000円 → 年額 85,000円（▲12,000円）

２．市町村民税所得割課税額77,100円以下世帯の保護者負担軽減

第1子 第2子 第3子以降

272,000円

（3,000円）

139,200円 223,000円 308,000円

（14,100円） （7,050円） （0円）

272,000円

（3,000円）

62,200円 185,000円 308,000円

(20,500円) (10,250円) （0円）

0円 154,000円 308,000円

(25,700円) (12,850円) （0円）

第Ⅱ階層　市町村民税非課税世帯等
（年収約270万円未満相当）

308,000円

（0円）

階　層　区　分
補　助　単　価

第Ⅰ階層　生活保護世帯
308,000円

（0円）

第Ⅳ階層　市町村民税所得割課税額211,200円以下の世帯
（年収約680万円未満相当）

第Ⅴ階層　市町村民税所得割課税額221,201円以上の世帯
（年収約680万円以上）

ひとり親世帯等の特例
308,000円

（0円）

第Ⅲ階層　市町村民税所得割課税額77,100円以下の世帯
（年収約360万円未満相当）

ひとり親世帯等の特例
308,000円

（0円）

※国が対象とする補助の限度額。国は、限度額の範囲内で市町村事業を補助する（年額）。上限額の308,000円は全国の私立幼稚園の平均
保育料等。（）内の金額は、保育料等が308,000円である場合に、就園奨励費支給後に保護者が実際に負担する金額（月額）。
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幼児教育無償化について 

 

 

平 成 ２ ９ 年 ７ 月 ３ １ 日 

幼 児 教 育 無 償 化 に 関 す る 

関係閣僚・与党実務者連絡会議 

 

 

○ 幼児教育無償化は、幼児教育の重要性に鑑み、すべての子供に質の

高い幼児教育を保障することを目指すものであり、「働き方改革実行計

画」（平成 29年３月 28 日働き方改革実現会議決定）、「経済財政運営と

改革の基本方針 2017 について」（平成 29年６月９日閣議決定。以下「骨

太の方針」という。）において「財源を確保しながら段階的無償化を進

める」等とされている重要課題である。 

 

○ これらを踏まえ、平成３０年度においても、家庭の経済状況にかか

わらず、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、「環境整備」

と「財源確保」を図りつつ、段階的に幼児教育無償化に向けた取組を

進めることとし、その対象範囲や内容等については予算編成過程にお

いて検討することとする。 

 

○ また、骨太の方針において、待機児童の解消（子育て安心プラン）

と併せて、幼児教育・保育の早期無償化について「安定的な財源確保

の進め方を検討し、年内に結論を得」るとされたことを受け、今後進

められる議論等を踏まえつつ、上記検討を行うこととする。 
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幼児教育の推進体制構築事業 平成 ３ ０ 年度要求額
183百万円（183百万円）

文部科学省

都道府県等
幼児教育センターの設置

市町村
幼児教育アドバイザーの配置

・幼児教育センターの設置委託
・指導資料、好事例、研究成果等の共有 等

・幼児教育アドバイザーの配置委託
・指導資料、好事例、研究成果等の共有等

・幼児教育アドバイザーに対する助言・援助
・指導資料、好事例、研究成果等の共有 等

幼稚園・保育所・認定こども園

・幼稚園教諭・保育士・保育教諭に
対する研修機会の提供
・指導資料、好事例、研究成果等の
共有

・教育内容や指導方法、指導環境の改善について助言 等
・指導資料、好事例、研究成果等の共有 等

※幼児教育の専門的知見や
豊富な実践経験を有する人材

＜推進体制の構築例＞ 【委託先】 都道府県、市町村等
・国における調査研究拠点の
在り方検討
・好事例の収集・分析
・好事例の発信・全国展開

大学等

地域の大学等、養成機関と
連携した研修の提供

小学校

幼保小接続の課題への対応

※園内の研修・指導体制
についても検討

○ すべての子供に質の高い幼児教育の提供を目指す、子ども・子育て支援新制度の施行により、幼児教育の提
供体制の充実が図られているところであるが、提供される幼児教育の内容面についても充実を図る必要がある。
○ 幼稚園・保育所・認定こども園を通して、幼児教育の更なる質の充実を図るため、地域の幼児教育の拠点とな
る「幼児教育センター」の設置や、幼稚園・保育所・認定こども園等を巡回して助言等を行う「幼児教育アド
バイザー」の育成・配置など、以下の課題等への効果的な対応のために適切な、地方公共団体における幼児教
育の推進体制を構築するためのモデル事業を行い、好事例を収集・分析した上でその成果を全国展開する。

②

⑥

①

③、⑤

④、⑤

①都道府県による私立幼稚園・保育所等を含めた研修機会の提供の在り方 ②研修の提供に当たっての大学等、地域の養成機関との連携
③都道府県による域内市町村に対する助言・指導の在り方 ④市町村による域内の幼児教育施設への助言等の在り方
⑤助言等を行う人材の育成方法 ⑥幼保小接続の課題へ対応するための幼児教育施設・小学校双方での対応の在り方 等

・内閣府
・厚生労働省

※認定こども園・保育所
の所管の観点から文
部科学省に協力

Ⅱ 幼児教育の質の向上

幼稚園の人材確保支援事業

事業の内容

◆各地域における幼稚園の人材確保に向けた先導的な取組（特に働き方改革）を支援し、有効な方法を検証・普及

◆委託先（予定）：１２団体（都道府県及び幼稚園団体等）

◆事業規模：５００万円～１,０００万円程度

平成30年度要求額：86百万円（86百万円）

幼稚園教諭採用者のうち元教員の割合 ： 約１４％（小学校教諭 ： 約２６％）

（※）待機児童数、保育所・幼稚園等の施設数、人口等の状況が地域によって

異なることから、多様な取組事例が必要。平成30年度は、幼稚園教諭等の

働き方改革を重点的に推進。

背景・課題

【近年の動向】

子ども・子育て支援関係の
人材需要の急速な増加を受
け、幼児教育の質を支える優
秀な確保が喫緊の課題

【主な課題】

・ 免許取得者が他業種に就職 ⇒ 新規採用促進

・ 若年離職者が多い ⇒ 離職防止・定着促進

・ 離職者の再就職が少ない ⇒ 再就職促進

幼稚園教諭免許取得者の幼稚園・認定こども園への就職率 ： 約２５％
（小学校教諭免許状取得者の小学校への就職率 ： 約４８％）

幼稚園教諭離職者のうち30歳未満の割合 ： 約７１％（小学校教諭 ： 約７％）
幼稚園教諭の平均勤続年数 ： 約７年（小学校教諭 ： 約１７年）（※）待機児童対策としての保育所等の

増設及び保育士確保に向けた様々
な取組の影響もあり、幼稚園関係者
からは、幼稚園の人材確保がこれま
で以上に困難となっているとの指摘。

養成校（学生） 幼稚園 離職者

・ 合同就職説明会、魅力発信
・ 養成校との連携強化 等

新規採用促進
・ 労務環境改善に係る巡回指導・研修
・ メンタルヘルス研修や専門家による相談 等

離職防止・定着促進（働き方改革）

・ 離職時の登録制度、情報提供
・ コーディネーターによるマッチング 等

再就職促進
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幼稚園における2歳児の円滑な受入れのための調査研究（新規）

背景
保護者の就労状況の変化や教育・保育ニーズの多様化により、幼稚園における2歳児の受入れ需要が高まっており、

2歳児教室などの取組が進んでいる。また、我が国の課題である待機児童解消に向け「子育て安心プラン」が公表され、
本プランにおいても幼稚園における待機児童、特に2歳児以降の受入れをより一層推進することが求められている。

（子育て安心プランの記載（幼稚園おける受入れ推進）抜粋）
幼稚園における２歳児の受入れ（「幼稚園接続保育」等）や預かり保育の推進

○待機児童解消に向けたこれまでの幼稚園の取組と成果
・幼稚園から認定こども園への移行により約14万人の保育の受け皿を確保
・幼稚園児に対する預かり保育の推進により、3歳以上の待機児童の抑制に寄与

○今後の幼稚園の取組と課題
・子育て安心プランを踏まえ、2歳児の受入れが今後求められる。
・一方、幼稚園は学校教育法に基づく学校であり満3歳児から小学校入学の始期までの幼児を対象に教育を行う場。
・2歳児受入れに当たり以下のような事項が課題。
①2歳児特有の発達を踏まえた受入れへの配慮
②3歳児以降の幼稚園教育との円滑な接続を踏まえた活動
③幼稚園の受入れ体制、施設や設備の配慮

目的
幼稚園等における2歳児受入れの先行事例等の調査研究を実施し、2歳児受入れの効果、留意点等の調査結果を広く周

知することにより、幼稚園における2歳児の円滑な受入れを支援する。（4,000千円×５事業）

平成30年度概算要求額 20百万円

子育て安心プランの記載（幼稚園における受入れ推進）（参考）

○幼稚園における２歳児の受入れ（「幼稚園接続保育」等）や預かり保育の推進

幼稚園における２歳児以降の待機児童の受入れを更に推進するため、以下の措置を講じる。

（１）一時預かり事業（幼稚園型）を活用した２歳児の受入れ推進

一時預かり事業（幼稚園型）により２歳児を定期的に預かる仕組みを創設するとともに、そのための改修支

援等を行う。

（２）認定こども園への移行促進及び小規模保育事業等の実施促進

幼稚園から認定こども園に移行する際に、２歳から５歳児を対象とすることや、幼稚園が２歳児のみの小規

模保育事業等を実施することが可能であること、また、認定こども園・小規模保育事業等においては、地域の

ニーズに応じて、開所日数・開所時間の弾力化ができることを明確化し、幼稚園から認定こども園への移行及

び小規模保育事業等の実施促進を図る。また、幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業についても、

これらの趣旨を反映し、２歳児受入れの促進を図る。

（３）預かり保育の長時間化・通年化の推進

幼稚園における３～５歳児に対する預かり保育について、長時間及び長期休業期間中の預かりをより一層推

進するための方策を検討する。

（※）上記のような取組を通じて待機児童の受入れを積極的に行う幼稚園については、幼稚園設置基準の面積要

件や定員超過等について柔軟な取扱いを認めることを検討する。

（※）上記における２歳児については、保育を必要とする子どもを想定
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認定こども園等への財政支援
（前年度予算額 ４，１４８百万円

平成３０年度概算要求・要望額 ２１，１００百万円

認定こども園整備

幼稚園耐震化整備

○ 認定こども園の施設整備に要する費用の一部を補助
（新増改築、大規模改修等）
・幼保連携型認定こども園の教育を実施する部分
（いわゆる幼稚園部分）
・幼稚園型認定こども園の幼稚園部分
・保育所型認定こども園の幼稚園機能部分

○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※ 年度内に自治体の定める認定基準を満たす必要がある。
既存の幼保連携型認定こども園の機能拡充も補助の対象。

○ 認定こども園への移行を予定する私立幼稚園について、園舎
の耐震指標等の状況に応じて実施する耐震化を支援。
（改築、増改築等）
・私立幼稚園の耐震化経費

○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 既に認定こども園に移行した場合を含む。

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

幼児教育の質の向上のための緊急環境整備

認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援

○ 幼稚園教諭免許状と保育士資格の併有の促進を支援するため、
幼稚園教諭免許状を取得等するための受講料、及び保育士資格を
取得する幼稚園教諭の代替に伴う雇上費を補助。
○ 負担割合： 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

○ 施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の整備費用を支援。
○ 負担割合： 認定こども園の場合・・・国１／２、事業者１／２

その他幼稚園 ・・・国１／３、事業者２／３

○ 認定こども園における質の向上に関する研修、幼稚園・保育所の
教職員の合同研修等の実施費用等を支援。
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 都道府県や関係団体等が主催する研修が対象。

認定こども園施設整備交付金
２０,０００百万円（３，００３百万円）

教育支援体制整備事業費交付金
１,１００百万円（１，１４５百万円）

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援

○ 認定こども園等に移行する幼稚園の準備に必要な経費を支援。
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２

園務改善のためのICT化支援

○ 認定こども園等における園務を改善するため、園のICT化を促進し、
事務負担の大幅な軽減を図る。
○ 負担割合： 国３／４、事業者１／４

防犯対策整備

○ 幼稚園型認定こども園における門、フェンス、防犯カメラ等の
設置に要する費用の一部を補助。
・幼稚園型認定こども園の防犯対策整備

○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園における防犯対策整
備については、厚生労働省所管の保育所等整備交付金で対応。

※平成２９年度末までとしている「安心こども基金」の実施期限の延長についても要望

Ⅲ 幼児教育の環境整備の充実

平成３０年度 私立幼稚園施設整備費補助の概要

前年度予算額 ５０２百万円
平成３０年度概算要求額 ６００百万円

事業概要

学校法人立幼稚園等の緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強、耐震改築、非構造部材
の耐震対策工事に要する経費とともに、施設の新増改築、アスベスト対策工事、バリアフリー化工
事、エコ改修等に要する経費の一部を補助する。

対象事業 補助率

【１／２以内】
・地震による倒壊等の危険性が高い（Is値0.3未
満）施設の耐震補強工事、耐震改築工事

【１／３以内】
・上記以外

１．耐震補強工事
耐震補強、非構造部材の耐震対策、防災機能強化

２．防犯対策工事
門・フェンス・防犯監視システム等の設置工事

３．新築・増築・改築事業
新築、増築、耐震改築、その他危険建物の改築

４．アスベスト等対策工事
吹き付けアスベストの除去等

５．バリアフリー化工事
エレベータの設置、スロープの設置等

６．屋外教育環境整備
アスレチック遊具、屋外ステージ等の整備

７．エコ改修事業
太陽光発電の設置、省エネ型設備の設置
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９．切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実

(前 年 度 予 算 額 2,662百万円）
平成30年度要求・要望額 3,035百万円

１．要 旨

切れ目ない支援体制構築のための特別支援教育の推進について、障害の

ある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向けた取組の充実を図り、障

害のある児童生徒等が十分な教育を受けられる環境を構築する。

２．内 容

（１）切れ目ない支援体制整備充実事業 1,988百万円（1,452百万円）

平成28年度の障害者差別解消法の施行、発達障害者支援法の改正等を踏まえ、

自治体の切れ目ない支援体制整備に向けた取組に対して経費の一部を補助す

る。〔補助率1/3〕

・特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目

ない支援体制整備

特別な支援を必要とする子供について、就学前から卒業後にわたる切れ目

ない支援体制の整備を促すため教育部局と福祉・保健・医療・労働等の部局

が連携し一貫した支援体制を構築する地域を支援する。 30地域→60地域

・特別支援教育専門家等配置

・医療的ケアのための看護師 1,200人⇒1,500人

・早期支援コーディネーター 74人⇒ 274人

・就労支援コーディネーター 74人⇒ 141人 等

（２）発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業

299百万円（ 280百万円）

・発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業等

小・中・高等学校等における発達障害を含む障害のある児童生徒等に対する特

別支援教育の体制充実のための通級による指導の担当教員に対する研修体制を構

築し必要な指導方法の調査研究等を行う。

17箇所 等

・発達障害の可能性のある児童生徒の多様な特性に応じた合理的配慮研究

事業【新規】 10箇所

（３）特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業

190百万円（ 47百万円)

特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教諭免
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許状等取得に資する取組や特別支援学校教員等に対する専門的な研究を実施す

る。

・特別支援教育に関する教員等の養成講習及び資質向上研修等の実施 等

41箇所

・教職員の専門性向上等に向けた幼児期から高等学校段階まで一貫した地域支援事業

【新規】 （独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付金の内数）

（４）学習指導要領等の改訂及び学習・指導方法の改善・充実

128百万円( 72百万円)

学習指導要領の解説書や教科書等の作成、周知・徹底等を着実に実施すると

ともに、改訂の方向性を踏まえた特別支援学校における学習・指導方法の改善・

充実を図るための実践研究等を行う。

28箇所

（５）学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解（心のバリアフリー）

の推進事業 100百万円( 85百万円)

教育委員会が主体となり、学校において、障害のある子供とない子供との交

流及び共同学習の機会を設け、各教科やスポーツ、文化・芸術活動等を教育課

程に位置付ける等、障害者理解の一層の推進を図る。 30地域

（６）教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進

プロジェクト 152百万円( 144百万円)

発達障害や視覚障害等のある児童生徒が十分な教育を受けられる環境を整備

するため、教科書デジタルデータを活用した音声教材等に関する効率的な製作

方法や高等学校等における拡大教科書の普及促進、教材の活用に関するアセス

メント等についての実践的な調査研究等を実施する。

等

※上記のほか、特別支援学校及び特別支援学級等への就学の特殊事情を踏

まえ、これらの学校に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的

負担を軽減するため、「特別支援学校への就学奨励に関する法律」等に

基づき、通学費、学用品費等の就学に必要な経費を援助する「特別支援

教育就学奨励費負担等」を実施

11,925百万円（12,209百万円）[補助率１／２ ]

≪関連施策≫

・通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施

・学校施設整備（特別支援学校の教室不足解消のための補助、公立学校のバリア

フリー化）
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切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実
平成３０年度要求額 ３０億円 （平成２９年度予算額 ２６億円）

○切れ目ない支援体制整備充実事業 1,988百万円 （1,452百万円） 〔補助率１／３〕（拡充）

２８年度の障害者差別解消法の施行、発達障害者支援法の改正等を踏まえ、自治体の切れ目ない支援体制整備
に向けた取組に対して経費の一部を補助。

◆特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない
支援体制整備 30地域⇒60地域（＋30地域）

特別な支援を必要とする子供について、就学前から卒業後にわたる切れ目ない支援体制の整備を促すため
教育部局と福祉・保健・医療・労働等の部局が連携し一貫した支援体制を構築する地域を支援する。

◆特別支援教育専門家等配置（拡充）

医療的ケアのための看護師 1,200人⇒1,500人（＋300人）
就労支援コーディネーター 74人⇒141人（＋67人） ・早期支援コーディネーター74人⇒274人（+200人） 等

（教職員の専門性向上）

○特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 190百万円 （ 47百万円）（拡充）
特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教諭免許状等取得に資する取組や特

別支援学校教員等に対する専門的な研修を実施する。

◆特別支援教育に関する教員等の養成講習及び資質向上研修等の実施 等

◆【新規】教職員の専門性向上等に向けた幼児期から高等学校段階まで一貫した地域支援事業
（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付金の内数）

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業

299百万円（280百万円）（拡充）
◆発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業等

小・中・高等学校等における発達障害を含む障害のある児童生徒等に対する特別支援教育の体制充実のため
通級による指導の担当教員に対する研修体制を構築し必要な指導方法の調査研究等を行う。

◆【新規】発達障害の可能性のある児童生徒の多様な特性に応じた合理的配慮研究事業

（発達障害に係る支援）

○学習指導要領等の改訂及び学習・指導方法の改善・充実 128百万円( 72百万円)（拡充）
学習指導要領の解説書や教科書等の作成、周知・徹底等を着実に実施するとともに、改訂の方向性を踏まえた特別

支援学校における学習・指導方法の改善・充実を図るための実践研究等を行う。

（学習指導要領等の改訂）

○特別支援教育就学奨励費負担等 11,925百万円（12,209百万円）〔補助率１／２〕
特別支援学校及び特別支援学級等に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的負担を軽減するため、

通学費、学用品費等に必要な経費を援助する。

○特別支援教育の充実の観点から、通級による指導担当教員の基礎定数化による
教職員定数の改善を着実に実施

○学校施設整備(特別支援学校の教室不足解消のための補助、公立学校のバリアフリー化) 〔補助率１／３等〕

（心のバリアフリー）

○学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解（心のバリアフリー）の推進事業
100百万円( 85百万円)（拡充）

教育委員会が主体となり、学校において、障害のある子供とない子供との交流及び共同学習の機会を設け、
各教科やスポーツ、文化・芸術活動等を教育課程に位置づける等、障害者理解の一層の推進を図る。

26地域⇒30地域

（切れ目ない支援体制整備充実事業）

（上記以外の施策：就学支援・教職員定数の改善・学校施設整備）
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平
成
２
８
年
４
月
か
ら
の
障
害
者
差
別
解
消
法
の
施
行
、
平
成
２
８
年
８
月
か
ら
の
発
達
障
害
者
支
援
法
の
改
正
等
を
踏
ま
え
、
切
れ
目
な
い
支
援

体
制
整
備
に
向
け
た
取
組
と
し
て
、
自
治
体
等
が
、
Ⅰ
．
特
別
な
支
援
を
必
要
と
す
る
子
供
へ
の
就
学
前
か
ら
学
齢
期
、
社
会
参
加
ま
で
の
切
れ
目

な
い
支
援
体
制
整
備
、
Ⅱ
．
特
別
支
援
教
育
専
門
家
等
配
置
Ⅲ
．
特
別
支
援
教
育
の
体
制
整
備
の
推
進
を
す
る
場
合
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補

助
す
る
。

切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
充
実
事
業

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額
１
，
９
８
８
百
万
円
（
平
成
２
９
年
度
予
算
額
１
，
４
５
２
百
万
円
）

Ⅲ
特
別
支
援
教
育
体
制
整
備
の
推
進

①
特
別
支
援
連
携
協
議
会

・
医
療
・
保
健
・
福
祉
・労
働
等
と
の
連
携
を
強
化
し
、
社
会
の
様
々
な
機

能
を
活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
特
別
支
援
連
携
協
議
会
の
設
置
し
、

障
害
の
あ
る
子
供
の
教
育
の
充
実
を
図
る
。

②
研
修

・
管
理
職
（
校
長
等
）や
各
学
校
を
支
援
す
る
指
導
主
事
を
対
象
と
し
た

学
校
全
体
と
し
て
の
専
門
性
を
確
保
す
る
た
め
の
研
修
。
担
当
教
員
と
し

て
の
専
門
性
の
向
上
の
た
め
の
研
修
。

◇
補
助
対
象
者

都
道
府
県
・
市
区
町
村

学
校
法
人

（
私
立
特
別
支
援
学
校
等
H
3
0
か
ら
Ⅱ
の
み
対
象
）

◇
補
助
率
：
１
／
３

Ⅰ
特
別
な
支
援
を
必
要
と
す
る
子
供
へ
の
就
学
前
か
ら
学
齢
期
、
社
会
参
加
ま
で
の
切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
【
拡
充
】

②
早
期
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
【
拡
充
】
（7

4人
→

27
4人
）

・
自
治
体
が
行
う
早
期
か
ら
の
教
育
相
談
・支
援
に
資
す
る
た
め
、

関
係
部
局
・
機
関
等
や
地
域
等
と
の
連
絡
・調
整
、
情
報
収
集
等
を

行
い
、
特
別
な
支
援
が
必
要
と
な
る
可
能
性
の
あ
る
子
供
の
円
滑

な
就
学
先
決
定
の
支
援
を
行
う
。
（
特
別
支
援
学
校
へ
の
配
置
可
）

⑥
合
理
的
配
慮
協
力
員
（
47
人
）

・
各
学
校
の
設
置
者
及
び
学
校
が
、
障
害

の
あ
る
子
供
に
対
し
て
「
合
理
的
配
慮
」
の

実
践
に
資
す
る
た
め
、
学
校
内
外
・
関
係

機
関
と
の
連
絡
調
整
、
特
別
支
援
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、

保
護
者
の
教
育
相
談
の
対
応
の
支
援
等

を
行
う
。

④
外
部
専
門
家
（3

48
人
）

・
特
別
支
援
学
校
の
セ
ン
タ
ー
的
機
能
を
充
実
さ

せ
、
特
別
支
援
学
校
全
体
と
し
て
の
専
門
性
を
確

保
す
る
と
と
も
に
、
特
別
支
援
学
校
以
外
の
多
様

な
学
び
の
場
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
の
体
制

を
整
備
す
る
た
め
、
外
部
専
門
家
を
配
置
・
活
用

す
る
。

①
医
療
的
ケ
ア
の
た
め
の
看
護
師
【拡
充
】
（
1,

20
0→

1,
50

0人
）

・
学
校
に
お
い
て
日
常
的
に
た
ん
の
吸
引
や
経
管
栄
養
等
の
「
医
療
的
ケ
ア
」
が
必
要
な
児
童
生
徒
が
増
加
し
て

い
る
状
況
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ら
の
児
童
生
徒
の
教
育
の
充
実
を
図
る
た
め
、
学
校
に
看
護
師
を
配
置
し
、
医
療
的

ケ
ア
の
実
施
等
を
行
う
。

⑤
発
達
障
害
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
（
74
人
）

・
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
福
祉
関
係
部

局
・
機
関
等
、
厚
生
労
働
省
の
実
施
す
る
発
達

障
害
関
連
事
業
等
と
連
携
を
図
り
つ
つ
、
教
職

員
と
も
日
常
的
に
連
携
、
協
力
を
し
な
が
ら
発
達

障
害
の
可
能
性
の
あ
る
児
童
生
徒
に
対
す
る
指

導
・
情
報
提
供
を
専
門
的
な
観
点
か
ら
行
う
。

③
就
労
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
【
拡
充
】
（
74
人
→

14
1人
）

・
特
別
支
援
学
校
高
等
部
、
高
等
学
校
に
お
い
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

等
と
連
携
し
て
、
障
害
の
あ
る
生
徒
の
就
労
先
、
就
業
体
験
先
の

開
拓
、
就
業
体
験
時
の
巡
回
指
導
、
卒
業
後
の
ア
フ
タ
ー
フ
ォ
ロ
ー

等
を
行
い
、
障
害
の
あ
る
生
徒
の
自
立
・社
会
参
加
を
支
援
す
る
。

Ⅱ
特
別
支
援
教
育
専
門
家
等
配
置

（
理
学
療
法
士
・作
業
療
法
士
・
言
語
聴
覚
士
等
）

◇
就
学
前
か
ら
卒
業
後
に
わ
た
る
切
れ
目
な
い
支
援
体
制
の
構
築

◇
教
育
・
福
祉
・
医
療
・
労
働
分
野
等
の
関
係
部
局
や
関
係
機
関
が
連
携
し
た
体
制
を
整
備

し
支
援
す
る
仕
組
の
整
備

◇
各
発
達
段
階
を
通
じ
、
円
滑
な
情
報
の
共
有
、
引
継
ぎ
が
な
さ
れ
る
よ
う
、
就
学
前
段
階

か
ら
就
労
段
階
に
わ
た
り
、
さ
れ
た
各
学
校
等
で
個
別
の
支
援
情
報
に
関
す
る
「
個
別
の
教

育
支
援
計
画
」
等
を
作
成
し
、
就
学
、
進
級
、
進
学
、
就
労
の
際
に
、
記
載
情
報
の
取
扱
い

に
つ
い
て
十
分
配
慮
し
た
上
で
、
そ
の
内
容
が
適
切
に
引
き
継
が
れ
る
仕
組
の
整
備

◇
上
記
取
組
に
お
け
る
普
及
啓
発

事
業
の
趣
旨
・
内
容

◇
福
祉
・
保
健
部
局
の
申
請
可

◇
最
長
３
カ
年
補
助

市
区
町
村
の
連
携
体
制
の
イ
メ
ー
ジ
図

市
区
町
村
教
育
委
員
会

福
祉
・
保
健
等
部
局

連
携
体
制
整
備

就
学
前
段
階

幼
稚
園
・
保
育
園
等

保
健
所
等
関
係
機
関

県
教
育
委
員
会

企
業
・
大
学
等

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
関
係
機
関

小
・
中
学
校
、
高
等
学
校

特
別
支
援
学
校

就
労
・
進
学
段
階

学
校
段
階

引
継
ぎ

引
継
ぎ

（
３
０
地
域
→
６
０
地
域
）
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１０．キャリア教育・職業教育の充実

(前 年 度 予 算 額 213百万円）

平成30年度要求・要望額 242百万円

１．要 旨

「ニッポン一億総活躍プラン」や「教育再生実行会議」の提言等を踏まえ、小

学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインターンシップ等

のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、社会の第一線で活躍

できる専門的職業人を育成するための先進的な卓越した取組の実践研究を推進す

る。

２．内 容

（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

37百万円( 32百万円)

①小学校における進路指導の在り方に関する調査研究【新規】

新学習指導要領において小学校段階からのキャリア教育（進路指導を含む）

が明確に位置付けられるとともに、中学校の入学者選抜が広がりを見せるなど

の状況を踏まえ、小学校での進路指導の在り方等について調査研究を実施する。

（4地域）

②「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業

児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることのでき

るポートフォリオ的な教材「キャリア・パスポート（仮称）」の導入に向け、

その活用方法等についての調査研究を実施する。（2地域）

③小・中学校等における起業体験推進事業

児童生徒がチャレンジ精神や他者と協働しながら新しい価値を創造する力な

ど、これからの時代に求められる資質・能力の育成を目指した起業体験活動を

実施する。（14地域）

④キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等

（２）地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業

8百万円( 8百万円)

（学校を核とした地域力強化プランの一部）【生涯学習政策局に計上】〔補助率１／３〕

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企

業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャリ

ア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。(15人)

（３）スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 197百万円( 173百万円)

高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人を育成するため、専攻科を含め

た５年一貫のカリキュラムの研究や大学・研究機関等との連携など先進的な卓

越した取組を行う専門高校を指定して調査研究を実施するとともに、専門高校

の魅力発信に関する調査研究を行う。

指定校数：26校→29校（新規指定校数：10校）
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児童生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てる
キャリア教育の一層の充実が、これからの時代に求められる中、学校と地域や産業界等と

の連携を深め、小学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高等学校におけるインタ
ーンシップを促進するなど、発達段階に応じた体系的なキャリア教育を推進する。

将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

◆小学校における進路指導の在り方に関する調査研究 ５百万円（新規）
新学習指導要領において小学校段階からのキャリア教育（進路指導含む）が明確に位置づ

けられるとともに、中学校の入学者選抜が広がりを見せるなどの状況を踏まえ、小学校での進
路指導の在り方等について調査研究を行う。

【委託先：都道府県教育委員会等、４地域】

◆小・中学校等における起業体験推進事業 ２４百万円（２４百万円）
小・中学校等において、児童生徒がチャレンジ精神や、他者と協働しながら新しい価値を創造
する力など、これからの時代に求められる資質・能力の育成を目指した起業体験活動を行うモ
デルを構築し、全国への普及を図る。 【委託先：都道府県教育委員会等、14地域】

◆「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業 ４百万円（ ４百万円）
児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることのできるポートフォリオ

的な教材 「キャリア・パスポート（仮称）」 の導入に向け、その活用方法等についての調査研究
を行う。 【委託先：都道府県教育委員会等、２地域】

◆地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業 ８百万円（８百万円）
【学校を核とした地域力強化プランの一部（地方創生関連施策）】

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企業等と連携した職場
体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャリア教育の推進等を通じ、地元に就職
し地域を担う人材を育成する。 【補助対象：都道府県・市区町村（補助率1/3）、配置人数：15人】

◆子供と社会の架け橋となるポータルサイトの運用 ２百万円（ ２百万円）
職場体験活動、社会人講話及び出前授業等の推進に当たり、「学校側が望む支援」と「地元企
業や地域社会が提供できる支援」のマッチングを図るためのポータルサイトを運用する。

２．キャリア教育推進体制の構築

◆キャリア教育推進連携シンポジウムの開催、連携表彰等の実施
キャリア教育の意義の普及・啓発と推進に資するため、学校、地域・社会及び産業界等の
関係者が一堂に会したシンポジウムを、文科省・経産省・厚労省の共催で開催するとともに、
キャリア教育の充実・発展に優れた取組を実施している団体等を表彰する。

１．キャリア教育の普及・啓発 １百万円（ １百万円）

４４百万円（３９百万円）

平成30年度概算要求額 45百万円（前年度予算額 40百万円）

（地方創生関連施策を含む）事業目的

取組内容

※各事項の予算額の千円未満は端数処理しているため、これらを足し合わせた額と合計の額は一致しない。
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スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（ＳＰＨ）

指導・助言等

連
携
・
協
力

社会の変化や産業の動向等に対応した、高度な知識・技能を身に付け、社会の
第一線で活躍できる専門的職業人を育成するため、先進的な卓越した取組を行
う専門高校（専攻科を含む）を指定し、実践研究を行う。

・特色あるカリキュラム

（実験・実習、課題研究、
起業家教育 等）

・技術開発研究の推進

・高度な技術・技能の習得

・高度資格への挑戦

・他学科との連携 など

専門高校 大学・高専・研究
機関等

・生徒を対象とした

講座の実施

・最先端の研究指導

など

文部科学省
管理機関

（教育委員会、学校法人、国立大学法人）

専門高校

（専攻科）

・特色あるカリキュラム

（実験・実習、課題研究、
起業家教育 等）

・高度な技術・技能の習得

・高度資格への挑戦 など

専門高校

（本科）

学校の指定（指定期間
3年（最大5年））
指導・助言・評価

成果の普及連携・協力

５年一貫３年

平成２９年度予算額 １７３百万円
平成３０年度概算要求額 １９７百万円

企業等

•熟練技能者による

実践的な技術指導

・長期の就業実習

・共同商品開発

・外部人材の積極的

な活用 など

連
携
・
協
力

地域の他の専門高校

スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール
（農業・工業・商業・水産・家庭・看護・情報・福祉）

高大接続地方創生

将来の農業経営者等となり得る農業高校生に対し、ＧＡＰ(農業生産工程管理)に関する学習を推
進することは、農業生産技術の習得のみならず、経営感覚や国際感覚を兼ね備えた人材の育成に
資する。

ＧＡＰの実践やＧＡＰ認証の取得の先進事例に関する調査等を行い、その成果を広く全国に提供
することで、農業高校におけるＧＡＰ認証の取得等を促進し、専門高校の魅力を向上させる。

指定校数の拡充
（２６校→２９校）

・我が国の産業の発展のため、社会の第一線で活躍できる専門的職業人の育成
・成果モデルを全国に普及し、専門高校全体の活性化を推進

（２）専門高校の魅力発信に関する調査研究

（１）「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール」の指定

５年一貫
の教育

（調査研究委託先は民間シンクタンク、大学、専門高校に関する団体等を予定）
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１１．学校健康教育の推進

(前 年 度 予 算 額 527百万円）
平成30年度要求・要望額 597百万円

１．要 旨

児童生徒が生涯にわたって健康で安全に生活できるよう、がん教育をはじめとす

る学校保健、通学路の安全確保など学校安全、学校を核として家庭を巻き込んだ食

育の推進等を図る。

２．内 容

（１）学校保健推進事業 120百万円（120百万円）
・がん教育総合支援事業 39百万円（ 32百万円）

第３期がん対策推進基本計画及び新学習指導要領に対応した学校におけるがん

教育の取組を推進するため、全国でのがん教育の実施状況を踏まえ、それぞれの

地域の実情に応じた取組を支援するとともに、先進事例の普及・啓発を行い、全

国でのがん教育の充実を図る。(30箇所）

（２）学校安全推進事業 285百万円（266百万円）

・学校安全総合支援事業 247百万円（新 規）

学校種・地域の特性に応じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るた

め、セーフティプロモーションスクール等の先進事例を参考とするなどして、

防災をはじめとした学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進めるととも

に、各自治体内での国立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援する。

（45箇所）

また、キャリアステージに応じて教職員が身に付けておくべき資質・能力を

明確化し、効果的な研修方策を開発する。

さらに、学校安全計画に基づく取組の充実のための参考資料の刷新等も合わ

せて行う。

（３）学校給食・食育総合推進事業 192百万円（140百万円）

・つながる食育推進事業 61百万円（ 33百万円）

食を取り巻く環境が大きく変化する中、子供の食に関する課題を解決するに

は、子供の日常生活の基盤である家庭においても食育を推進していく必要があ

ることから、栄養教諭と養護教諭等が連携した家庭へのアプローチや、体験活

動を通した食への理解促進など、学校を核として家庭を巻き込んだ取組を推進

することで、家庭における食への理解を深める。（8箇所）

また、学習指導要領の改訂を踏まえ，食に関する指導を行うための教職員向

けの指導書を改訂する。

・学校給食費徴収・管理業務の改善・充実 47百万円（新 規）

教職員の業務負担軽減等の観点から、学校給食費の徴収・管理業務について、

学校から自治体への移管を促進するため、自治体による徴収・管理の課題の解

決方法等の調査研究を行い、モデル事業での実践・成果等も踏まえ、学校給食

費の徴収・管理業務に関するガイドラインを作成する。

≪関連施策≫

・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

56



が
ん
教
育
総
合
支
援
事
業

・
平
成
２
８
年
１
２
月
に
改
正
さ
れ
た
が
ん
対
策
基
本
法
第
２
３
条
で
は
、
「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
国
民
が
、
が
ん
に
関
す
る
知
識
及
び
が
ん
患
者
に
関
す
る

理
解
を
深
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
お
け
る
が
ん
に
関
す
る
教
育
の
推
進
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
」
と
い
う

よ
う
に
、
が
ん
教
育
の
文
言
が
新
た
に
記
載
さ
れ
た
。

・
平
成
２
９
年
度
か
ら
平
成
３
４
年
度
ま
で
の
６
年
間
を
対
象
と
し
た
第
三
期
が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
（
案
）
で
は
、
が
ん
教
育
に
つ
い
て
、
「
国
は
、
全
国
の
実
施

状
況
を
把
握
し
た
上
で
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
外
部
講
師
の
活
用
体
制
を
整
備
し
、
が
ん
教
育
の
充
実
に
努
め
る
。
」
と
さ
れ
て
い
る
。

・
平
成
２
９
年
３
月
に
小
学
校
及
び
中
学
校
の
学
習
指
導
要
領
が
改
訂
さ
れ
、
移
行
期
間
中
に
新
学
習
指
導
要
領
の
対
応
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

背
景 課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
概
要

○
本
事
業
に
よ
り
、
が
ん
に
対
す
る
正
し
い
理
解
と
が
ん
患
者
に
対
す
る
正
し
い
認
識
及
び
命
の
大
切
さ
に
対
す
る
理
解
の
深
化
を
図
る
。

○
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
充
実
を
促
す
。

成
果

相
互
に
連
携

◆
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
普
及
・
啓
発
【
新
規
】

全
国
８
ヵ
所
で
、
新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
が
ん
教
育
に
つ

い
て
、
教
員
や
外
部
講
師
の
質
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
各
都
道

府
県
で
行
っ
て
い
る
先
進
事
例
の
紹
介
等
を
行
い
、
全
国
へ
の
普

及
・
啓
発
を
図
る
。

・
教
員
・
外
部
講
師
に
対
す
る
実
践
的
な
が
ん
教
育
研
修
会
の
実
施

・
公
立
以
外
の
国
・
私
立
学
校
も
対
象
と
し
た
が
ん
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

◆
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
が
ん
教
育
の
実
施
【
拡
充
】

全
国
で
の
が
ん
教
育
の
実
施
状
況
の
調
査
を
踏
ま
え
、
新

学
習
指
導
要
領
及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
、

が
ん
教
育
の
取
組
を
支
援
す
る
。

・
教
育
委
員
会
等
に
よ
る
が
ん
教
育
に
関
す
る
教
材
の
作
成
・
配
布

・
専
門
医
、
が
ん
経
験
者
等
の
外
部
講
師
に
よ
る
が
ん
教
育
の
実
施

（
平
成
2
9
年
度
予
算
額
：
3
2
百
万
円
）

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
：
3
9
百
万
円

課
題

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
実
施

①
教
員
の
が
ん
に
つ
い
て
の
知
識
・
理
解
が
不
十
分

②
が
ん
教
育
の
全
国
へ
の
普
及
・
啓
発
が
必
要

健
康
に
つ
い
て
は
、
子
供
の
頃
か
ら
教
育
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
学
校
で
も
健
康
の
保
持
増
進
と

疾
病
の
予
防
と
い
う
観
点
か
ら
が
ん
教
育
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
教
員
の
が
ん
に
関
す
る
知
識
が
不

十
分
で
あ
る
こ
と
や
外
部
講
師
が
学
校
で
指
導
す
る
際
の
留
意
点
等
の
認
識
が
不
十
分
で
あ
る
。

が
ん
教
育
に
対
し
て
地
域
に
よ
り
温
度
差
が
あ
る
た
め
、
全
国
で
実
施
す
る
新
学
習
指
導
要
領
に
対

応
し
た
が
ん
教
育
の
指
導
内
容
を
充
実
さ
せ
、
全
国
へ
の
普
及
・
啓
発
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
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○
全
て
の
児
童
生
徒
等
が
、
安
全
に
関
す
る
資
質
・
能
力
を
身
に
付
け
る
こ
と
を
目
指
す
。

○
学
校
管
理
下
に
お
け
る
児
童
生
徒
等
の
事
故
に
関
し
、
死
亡
事
故
の
発
生
件
数
に
つ
い
て
は
限
り
な
く
ゼ
ロ
と
す
る
こ
と
を
目
指
す
と
と
も
に
、

負
傷
・
疾
病
の
発
生
率
に
つ
い
て
は
障
害
や
重
度
の
負
傷
を
伴
う
事
故
を
中
心
に
減
少
傾
向
に
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

学
校
管
理
下
に
お
け
る
事

故
に
つ
い
て
は
、
近
年
減
少

傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
未
だ

に
多
く
の
事
故
が
発
生
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
災
害
共
済

給
付
の
デ
ー
タ
等
を
活
用
し

て
、
そ
の
原
因
の
分
析
・
周

知
を
行
い
、
学
校
事
故
の
発

生
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
を
目

的
と
す
る
。

学
校
安
全
総
合
支
援
事
業

学
校
に
お
け
る
学
校
安

全
計
画
に
基
づ
く
学
校
安

全
の
取
組
の
充
実
の
参
考

資
料
と
し
て
、
「
『
生
き

る
力
』
を
は
ぐ
く
む
学
校

で
の
安
全
教
育
」
の
刷
新

を
行
う
。

学
校
種
・
地
域
の
特
性
に
応
じ
た
地
域
全
体
で
の
学
校
安
全
推
進
体

制
の
構
築
を
図
る
た
め
、
セ
ー
フ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
ス
ク
ー
ル
等

の
先
進
事
例
を
参
考
と
す
る
な
ど
し
て
、
防
災
を
は
じ
め
と
し
た
学
校

安
全
の
組
織
的
取
組
と
外
部
専
門
家
の
活
用
を
進
め
る
と
と
も
に
、
各

自
治
体
内
で
の
国
私
立
を
含
む
学
校
間
の
連
携
を
促
進
す
る
取
組
を
支

援
す
る
。

（
ア
）
学
校
安
全
推
進
体
制
の
構
築

（
イ
）
教
職
員
の
資
質
・
能
力
の

向
上
の
た
め
の
調
査
研
究

（
エ
）
学
校
安
全
推
進
の
た
め

の
手
引
き
作
成

○
東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま
え
て
、
実
践
的
な
安
全
教
育
、
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
や
安
全
点
検
・
見
守
り
活
動
等
が
推
進
さ
れ
て
き
た
。

○
学
校
管
理
下
で
発
生
す
る
事
故
、
犯
罪
被
害
、
交
通
事
故
等
は
全
体
と
し
て
減
少
し
て
い
る
も
の
の
、
い
ま
だ
児
童
生
徒
等
の
安
全
が
十
分
に
確
保
さ
れ
て
い
る

と
は
言
い
難
い
た
め
、
児
童
生
徒
等
を
取
り
巻
く
多
様
な
危
険
を
的
確
に
捉
え
、
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
学
校
安
全
の
推
進
に
当
た
っ
て
、
地
域
間
・
学
校
間
・
教
職
員
間
に
差
が
存
在
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
全
て
の
学
校
に
お
い
て
、
質
の
高
い
学
校
安
全
の
取
組
を

推
進
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

第
２
次
学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
（
閣
議
決
定
）

現
地
調
査
等
を
行
う
こ
と

で
、
教
職
員
の
キ
ャ
リ
ア
ス

テ
ー
ジ
に
応
じ
て
身
に
付
け

て
お
く
べ
き
資
質
・
能
力
を

明
確
化
し
、
必
要
な
事
項
を

整
理
す
る
と
と
も
に
、
効
果

的
な
研
修
方
策
を
開
発
す
る
。

推 進 方 策

防
災
を
は
じ
め
と
し
た

学
校
安
全
の
取
組

市
町
村

教
育
委

員
会

各
学
校

各
学
校
の
取
組

へ
反
映

実
践
の
共
有
と

検
証

目
指

す
べ

き
姿

現
状
・
課
題

管
理
職

中
堅
職
員

初
任
者
等
・
学
生

○
全
て
の
教
職
員
が
、
学
校
安
全
に
関
す
る
資
質
・
能
力
を
身
に
付
け
る
。

○
全
て
の
学
校
に
お
い
て
、
組
織
的
な
取
組
を
的
確
に
行
え
る
よ
う
な
体
制
を
構
築
す
る
。

系
統
的
・
体
系
的
で
実
践
的
な
安
全
教
育
を
実
施
す
る
。

保
護
者
や
地
域
住
民
、
関
係
機
関
と
の
連
携
・
協
働
に
係
る
体
制
を
構
築
す
る
。

外
部
の
専
門
家
等
と
連
携
し
た
安
全
点
検
を
徹
底
す
る
。

○
検
証
、
再
発
防
止
の
た
め
の
取
組
の
改
善
・
充
実
を
一
連
の
サ
イ
ク
ル
（
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
）
と
し
て
実
施
す
る
。

学
校
安
全
と
は

学
校
安
全
と

は

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
：
2
4
7
百
万
円
(新
規
）

全
て
の
学
校
に
お
い
て
、
学
校
安
全
に
取
り
組
め
る

体
制
づ
く
り
へ
の
支
援

全
て
の
教
職
員
の
安
全
に
関
す
る
資
質
・
能
力
の
向
上
の
た
め
の
支
援

具
体
的
実
現
策

（
ウ
）
学
校
事
故
に
係
る
調
査
研
究
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つ
な
が
る

つ
な
が
る

つ
な
が
る
食
育
推
進
事
業

こ
れ
ま
で
学
校
を
中
心
と
し
た
多
様
な
取
組
に
よ
る
成
果
が
見
ら
れ
た
も
の
の
、
食
を
取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化
す
る
中
、
子
供
の
食
に
関
す
る
課
題
を
解
決
す
る
に
は
、

学
校
に
お
け
る
取
組
だ
け
で
は
限
界
が
あ
り
、
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
が
必
要
で
あ
る
。

（
平
成
29
年
度
予
算
額
：
33
百
万
円
）

平
成
30
年
度
概
算
要
求
額
：
61
百
万
円

現
状

子
供
の
日
常
生
活
の
基
盤
で
あ
る
家
庭
に
お
い
て
も
食
育
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
栄
養
教
諭
と
養
護
教
諭
等
が
連
携
し
た
家
庭
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
や
、

体
験
活
動
を
通
し
た
食
へ
の
理
解
促
進
な
ど
、
学
校
を
核
と
し
て
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
家
庭
に
お
け
る
食
へ
の
理
解
を
深
め
る
。

【
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
に
よ
る
食
に
関
す
る
記
述
の
充
実
を
踏
ま
え
た
拡
充
】

①
実
施
地
域
数
を
増
加
（
６
か
所
⇒
８
か
所
）
、
②
食
に
関
す
る
指
導
を
行
う
た
め
の
教
職
員
向
け
の
指
導
書
の
改
訂

事
業
イ
メ
ー
ジ
（
各
モ
デ
ル
地
域
）

事
業
概
要

子
供
や
保
護
者
の
変
化
に
係
る
共
通
指
標
を
予
め
設
定

・
朝
食
摂
取
、
共
食
、
栄
養
バ
ラ
ン
ス
を
考
え
た
食
事
、

ゆ
っ
く
り
よ
く
噛
ん
で
食
べ
る
こ
と
、
食
事
マ
ナ
ー
に
対
す
る
意
識
、

伝
統
的
な
食
文
化
や
行
事
食
、
食
事
の
際
の
衛
生
的
な
行
動

事
業
終
了
後
に
全
国
の
取
組
の
効
果
を
検
証

・
各
モ
デ
ル
地
域
の
取
組
を
共
通
指
標
等
を
基
に
取
り
ま
と
め

実
効
性
の
あ
る
取
組
を
全
国
へ
普
及

・
報
告
書
の
作
成
、
Ｈ
Ｐ
で
の
公
表
、
事
例
発
表
会
・
会
議
等
で
の
周
知

効
果
検
証
・
普
及
（
文
部
科
学
省
）

保
護
者

校
長
等

栄
養
教
諭

養
護
教
諭

関
係
者
が
連
携
し
て

家
庭
に
ア
プ
ロ
ー
チ

親
子
体
験
活
動
等
へ
の
参
加

を
通
し
て
食
へ
の
理
解
促
進

学
級
担
任

つ
な
が
る

教
育
委
員
会

生
産
者
・

関
係
団
体
等

農
林
・

保
健
部
局

子
供
の

食
に
関
す
る

自
己
管
理
能
力

の
育
成

・
保
護
者
の
食
へ
の
理
解

・
家
庭
に
お
け
る
望
ま
し
い

食
生
活
の
継
続
的
な
実
践

家
庭

学
校

つ
な
が
る

現
状
：
朝
食
欠
食
率
４
．
５
％
⇒
目
標
値
０
％
（
第
３
次
食
育
推
進
基
本
計
画
）
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◆
自
治
体
が
行
う徴
収
・管
理
（
担
当
部
署
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

◆
学
校
が
行
う徴
収
・管
理
（
教
職
員
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

学
校
給
食
費
徴
収
・
管
理
業
務
の
改
善
・
充
実

平
成

30
年
度
概
算
要
求
額

47
百
万
円
（
新
規
）

教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
等
の
観
点
か
ら
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
つ
い
て
、
学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
移
管

を
促
進
す
る
た
め
、
自
治
体
に
よ
る
徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
等
の
調
査
研
究
を
行
い
、
モ
デ
ル
事
業
で
の
実
践
・

成
果
等
も
踏
ま
え
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す
る
。

事
業
概
要

学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
事
務
移
管

学
校
現
場
の
負
担
軽
減

業
務
の
適
正
化
の
推
進

先
進
的
な
自
治
体
に
お
け
る

徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
や

効
果
等
の
事
例
を
収
集
・
分
析

学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務

に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
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１２．少子化に対応した活力ある学校教育の推進

(前 年 度 予 算 額 2,555百万円）
平成30年度要求・要望額 2,584百万円

１．要 旨

現下の少子化・人口減少社会を踏まえ、地域の実情に応じて、少子化に対

応した活力ある学校教育を推進するため、学校統合を契機とした魅力ある学

校づくりや小規模校における教育環境の充実を図る。

２．内 容

（１）少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進事業

37百万円（37百万円）

統合による魅力ある学校作りや、統合困難な地域における教育環境の充

実の取組モデルを創出するための委託研究を行う。

（２）へき地児童生徒援助費等補助金

2,548百万円（2,518百万円）

・へき地教育振興法に基づき、離島や中山間地域に所在する学校の教育

の振興を図るため、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通

学費支援について補助を行う。

・学校統廃合に伴い遠距離通学となる児童生徒の通学条件を緩和するた

め、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通学費支援につい

て補助を行う。

≪関連施策≫

・教職員定数の増（統合校・小規模校への支援 75人）

・学校施設整備（公立小中学校の統合校舎等の新増築事業、学校統合に伴う既

存施設の改修事業等）
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少
子
化
・
人
口
減
少
社
会
に
対
応
し
た
活
力
あ
る
学
校
教
育
推
進
事
業

国
の
積
極
的
な
支
援
の
も
と
、
統
合
に
よ
る
魅
力
あ
る
学
校
作
り
や
、
統
合
困
難
な
地
域
に
お
け
る
教
育
環
境
の
充
実
の
取
組
モ
デ
ル
を
創
出

⇒
生
み
出
さ
れ
た
好
事
例
を
文
部
科
学
省
が
積
極
的
に
分
析
・
発
信
し
、
少
子
化
対
応
を
加
速
化

外
部
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

①
魅
力
的
な
学
校
統
廃
合
事
例

②
小
規
模
校
を
存
続
さ
せ
る
場
合
の
教
育
環
境
の
充
実
事
例

市
町
村
教
委

【
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
の
方
策
例
】

統
合
対
象
地
域
の
多
様
な
特
色
を
学
び
合
う
カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
開
発
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
の
効
果
的
な
導
入
、
社

会
教
育
と
シ
ー
ム
レ
ス
に
つ
な
が
っ
た
学
校
教
育
活
動
・
施

設
整
備
の
研
究
な
ど

創
出
し
た
事
例
を
他
の
自
治

体
に
積
極
的
に
発
信

【
デ
メ
リ
ッ
ト
の
最
小
化
】

・
学
習
集
団
の
規
模
や
学
習
内
容
の
多
様
性
を
確
保
（
複

数
校
に
よ
る
相
当
量
の
合
同
教
育
活
動
な
ど
、
社
会
教
育

に
お
け
る
相
当
量
の
教
育
活
動
の
実
施
、
山
村
・
漁
村
留

学
の
受
け
入
れ
な
ど
）
（
※
）

※
指
導
助
言
能
力
が
高
い
学
識
経
験
者
や
、

特
色
あ
る
統
合
を
成
功
さ
せ
た
関
係
者
を
想
定

【
メ
リ
ッ
ト
の
最
大
化
方
策
の
例
】

・
小
規
模
校
の
特
色
を
活
か
し
、
全
員
に
基
礎
学
力

を
保
障
す
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
指
導
方
法
開
発
（
※
）

・
多
人
数
で
は
指
導
が
難
し
い
よ
う
な
教
育
活
動
（
外

国
語
の
発
音
、
発
表
な
ど
）
の
指
導
の
徹
底
等

【
統
合
に
よ
り
生
じ
る
課
題
へ
の
対
応
方
策
例
】

適
切
な
通
学
手
段
の
確
保
・
運
用
（
ス
ク
ー
ル
バ
ス
乗
車
時
間

の
有
効
活
用
、
長
時
間
乗
車
後
の
脳
の
活
性
化
方
策
、
ス

ク
ー
ル
バ
ス
通
学
に
伴
う
子
供
の
体
力
低
下
へ
の
対
応
）
な
ど

社
会
教
育
施
設

地
域
住
民

小
規
模
校
を
存
続
さ
せ
る
場
合
や
、
休
校
し
て
い
る
学
校
を
再
開
す

る
場
合
等
に
、
小
規
模
校
の
メ
リ
ッ
ト
を
最
大
化
し
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
最

小
化
す
る
方
策
を
徹
底
追
求
。

学
校
統
廃
合
を
通
じ
て
充
実
し
た
教
育
環
境
の
創
出
を
目
指
す
地

域
に
お
い
て
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
抑
え
た
魅
力
的
な
学
校
統
廃
合
の
実

現
。

社
会
教
育
施
設

地
域
住
民

文
部
科
学
省

有
識
者
の
力
を
借
り
つ
つ
、
委

託
先
の
教
育
上
の
効
果
等
の

成
果
の
分
析
・
取
り
ま
と
め

視
察

視
察

助
言

助
言

委
託
研
究

（
１
５
箇
所
程
度
）

少
子
化
の
課
題
を

抱
え
る
市
町
村
教
委

少
子
化
の
課
題
を

抱
え
る
市
町
村
教
委

発
信

市
町
村
教
委

※
IC

Tを
活
用
し
た
教
育
環
境
の
充
実
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
人
口
減
少
社
会
の
学

校
教
育
に
お
け
る
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
実
証
研
究
事
業
で
実
施
。

※
個
別
の
課
題
に
つ
い
て
、
成
果
を
上
げ
て
い
る

事
例
を
研
究
し
、
総
合
的
な
取
組
に
反
映

個
別
課
題
の
先
行
事
例

発
信

平
成

30
年
度
概
算
要
求
額

37
百
万
円

（
H2

9年
度
予
算
額

37
百
万
円
）

実
効
的
な
成
果
が
挙
が
る
よ
う
、
事
業
の
計
画
段
階
か
ら
実
施
に
至

る
ま
で
、
有
識
者
の
助
力
を
得
つ
つ
丁
寧
に
市
町
村
教
委
・
学
校
を

支
援

委
託
研
究

（
１
５
箇
所
程
度
）
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Ⅰ 趣旨

Ⅱ 補助内容

１ 補助対象経費

（１） スクールバス・ボート等購入費 611百万円 （ 720百万円）
へき地、学校統合、過疎地域等の小・中学校及び義務教育学校の児童生徒の通学条件の

緩和を図るために都道府県及び市町村がスクールバス・ボート等を購入する事業に対する
補助

（２） 遠距離通学費等 1,543百万円 （ 1,418百万円）

ア 遠距離通学費 1,392百万円 （ 1,262百万円）
学校統廃合に係る小・中学校及び義務教育学校の遠距離通学の児童生徒の通学に要す

る交通費を負担する市町村の事業に対する補助。また、激甚災害による校舎の破損等により、
通学が困難となった小・中学校及び義務教育学校の児童生徒の通学に要する交通費を負担
する都道府県及び市町村の事業に対する補助

イ 寄宿舎居住費 33百万円 （ 31百万円）
小・中学校及び義務教育学校に設置する寄宿舎に入居しているへき地学校等の児童生徒

の保護者が負担することとなる寄宿舎居住に要する経費を免除する都道府県及び市町村の
事業に対する補助

ウ 高度へき地修学旅行費 117百万円 （ 124百万円）
高度へき地学校（３級～５級）の児童生徒に係る小・中学校及び義務教育学校の修学旅行

に要する経費のうち、交通費、宿泊費を負担する都道府県及び市町村に対する補助

（３） 保健管理費 48百万円 （ 48百万円）
へき地学校における児童生徒の健康管理の適正な実施を図るため、地方公共団体が健康

診断等や学校環境衛生の維持改善等のための必要な検査を行うための医師、歯科医師及び
薬剤師の派遣や心電図検診の実施を円滑に行うために必要な経費に対する補助

（４） 離島高校生修学支援事業 347百万円 （ 332百万円）
高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっている通学費、居住費に要す

る経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助

２ 補助率
１／２ （高度へき地修学旅行費で過去３ヵ年の財政力指数0.4未満の市町村は２／３、

保健管理費の心電図検診の実施に必要な経費については１／３）

３ 補助事業者
都道府県・市町村

へき地児童生徒援助費等補助金

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在する公
立学校（へき地学校等）の教育の振興を図るため、へき地教育振興法等に基づいて所要
の措置を講じる。

被災地通学用バス等購入費補助 （復興特別会計） 35百万円（11百万円）

東日本大震災の被災地で通学が困難になっている児童生徒の通学条件の緩和を図るために都道府県及び
市町村がスクールバス・ボートを購入する事業に対する補助
補助率 ： １/２ 補助事業者 ： 都道府県・市町村

29 年 度 予 算 額 ２５．２億円

30年度概算要求額 ２５．５億円
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１３．初等中等教育段階におけるグローバルな視点に
立って活躍する人材の育成

(前 年 度 予 算 額 21,193百万円）
平成30年度要求・要望額 22,566百万円

１．要 旨

グローバル人材育成については、第二期教育振興基本計画等を踏まえ、日本人

としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解を前提として、豊かな

語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に

付け、様々な分野で活躍できる人材の育成が重要である。

このため、我が国の伝統や文化についての理解を深める取組を実施し、また、

小・中・高等学校を通じた英語教育改革の推進、帰国・外国人児童生徒等への教

育支援の推進、在外教育施設の教育環境の改善等の取組の充実を図る。

２．内 容

（１）我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査研究 11百万円( 11百万円)

教育基本法や学習指導要領で重視されている伝統や文化等に関する教育の充実

を図り、グローバル社会で活躍できる人材の育成に資するため、教材の作成や指

導方法の開発等を行う。

・委託先：３地域

（２）小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等 965百万円( 757百万円)

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、新学習指導要領の全面実施

に向けた新教材の整備、民間機関と連携による指導法等の開発や教員の指導力・

専門性向上のための事業を行う。

・小学校の新たな外国語教育における新教材の整備 （小学校中学年・高学年用）

・中学校・高等学校における英語教育の抜本的改善のための指導方法等に関す

る実証研究 3機関

・外部専門機関と連携した英語指導力向上事業 1機関＋67県市

・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施 47機関

・グローバル化に対応した外国語教育推進事業【新規】5件

・民間機関を活用した小学校英語の効果的な指導法等の開発及び成果普及事業

【新規】

（３）スーパーグローバルハイスクール 869百万円( 869百万円)

継続指定校123校の研究開発・実践を支援するとともに、事業の成果や課題を把

握するための検証評価を行う。

また平成28年度指定校（11校）に対する中間評価を実施するほか、産学官が連

携しフォーラム（仮称）等を開催する。

・指定期間：5年間

・対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校

・指定校数：123校（継続指定123校）
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（４）在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女教育の推進

19,905百万円( 19,138百万円)

在外教育施設で学ぶ児童生徒が増加する中、国内と同様の教育を行うために派

遣教員数を拡充するとともに、高度グローバル人材育成拠点としての日本人学校

等の教育水準を強化する。また、テロ等発生時の迅速な連絡体制の構築や元在外

教育施設在籍者の帰国生・教員のネットワーク構築を支援するなど海外子女教育

の充実を図る。

・派遣教員定数 1,203人→1,227人（計24人増）

（内訳）現職派遣定数 1,102人→1,120人（18人増）

シニア派遣定数 101人→ 104人（ 3人増）

プレ派遣（新規） －人→ 3人（ 3人増）

・在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業

・帰国生・教員の把握・ネットワーク構築事業【新規】 等

（５）帰国・外国人児童生徒等教育の推進 409百万円( 260百万円)

帰国・外国人児童生徒等の公立学校における受入・日本語指導体制の充実を図

る。また、外国人の子供の就学を促進するため、学校外における日本語指導や教

科指導等の支援体制の充実を図る。さらに、教員の専門的能力育成のため、教員

養成学部等の課程や現職教員研修を通じた体系的なモデルプログラムの開発等を

行う。

・公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業 65地域

・定住外国人の子供の就学促進事業 24機関

・外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 1機関

・日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業【新規】 １機関

（６）高校生の国際交流の促進 404百万円( 152百万円)

・アジア高校生架け橋プロジェクト（仮称）【新規】

アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国の高校に招聘する。日本

各地でホームステイや寮生活をしながら、日本の高校生と共に学び合い、国際

交流を深める。多くの日本人高校生が海外に行かずして海外の高校生との国際

交流を経験するとともに、海外の若者が日本の生きた「教育」、「文化」等を経

験する。

平成30年度は、100人、半年程度の招聘を予定。今後５年間で1,000人程度を

招聘。

・社会総がかりで行う高校生留学促進事業

地方公共団体や学校、民間団体等が実施する海外派遣プログラムへの参加に

対し、留学経費の支援を行う。また、国際交流等を通じて、高校生に国際的な

視野を持たせ、自らが主体的に行動できるようなグローバル人材の基盤を形成

するための取組を支援する。

・高校生留学促進事業 1,500人

・グローバル人材育成の基盤形成事業
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平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

１
１
，
０
１
４
千
円

（
平
成
２
９
年
度
予
算
額

１
１
，
０
１
４
千
円
）

我
が
国
の
伝
統
・
文
化
教
育
の
充
実
に
係
る
調
査
研
究

教
育
基
本
法
や
学
習
指
導
要
領
で
重
視
さ
れ
て
い
る
伝
統
や
文
化
等
に
関
す
る
教
育
の
充
実
を
図
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル

社
会
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成
に
資
す
る
た
め
、
教
材
の
作
成
や
指
導
方
法
の
開
発
等
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
成
果

を
全
国
に
発
信
す
る
。

委
託
、
指
導
・
助
言

文
部
科
学
省

推
進
地
域
（
都
道
府
県
・
市
町
村
教
育
委
員
会
等
）

○
教
育
委
員
会
や
伝
統
文
化
に
関
す
る
団
体
等
が
連
携
し
、
我
が
国
の
伝
統
や

文
化
に
関
す
る
教
育
の
推
進
に
資
す
る
取
組
を
実
施

（
例
）

・
伝
統
や
文
化
等
に
関
す
る
学
習
教
材
や
指
導
資
料
の
作
成

・
各
教
科
等
に
お
け
る
、
伝
統
・
文
化
教
育
に
関
す
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発

・
授
業
実
践
の
た
め
の
教
員
研
修
の
実
施
、
研
修
資
料
の
作
成

・
外
部
機
関
と
の
連
携
に
よ
る
体
験
的
・
実
践
的
な
学
習
の
実
施

推
進
校
（
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
等
）

○
我
が
国
の
伝
統
や
文
化
に
関
す
る
教
育
活
動
を
実
践

【
背
景
】

「
第
二
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」

（
平
成

25
年

6月
14
日
閣
議
決
定
）
（
抄
）

第
２
部
Ⅰ
１
．
（
１
）
基
本
施
策
２

２
－
６
伝
統
・
文
化
等
に
関
す
る
教
育

の
推
進

・
我
が
国
や
郷
土
の
伝
統
・
文
化
を
受
け

止
め
，
そ
れ
を
継
承
・
発
展
さ
せ
る
た
め

の
教
育
を
推
進
す
る
。
（
略
）

教
育
再
生
実
行
会
議
第
三
次
提
言

「
こ
れ
か
ら
の
大
学
教
育
等
の
在
り
方

に
つ
い
て
」
（
平
成

25
年

5月
28
日
）
（
抄
）

１
．
④
日
本
人
と
し
て
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ

テ
ィ
を
高
め
、
日
本
文
化
を
世
界
に
発
信

す
る
。

○
日
本
人
と
し
て
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を

高
め
、
日
本
文
化
を
世
界
に
発
信
す
る

と
い
う
意
識
を
も
っ
て
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に

対
応
す
る
た
め
、
初
等
中
等
教
育
及
び

高
等
教
育
を
通
じ
て
、
国
語
教
育
や
我

が
国
の
伝
統
・
文
化
に
つ
い
て
の
理
解

を
深
め
る
取
組
を
充
実
す
る
。
（
略
）

・
・
・
連
絡
協
議
会
の
実
施
等

学
校
に
お
け
る
伝
統
や
文
化
等
に
関
す
る
教
育
の
充
実

実
践

成
果
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初等中等教育段階におけるグローバルな視点に立って活躍する人材の育成
平成30年度概算要求額 226億円 （212億円）

グローバルに活躍する人材を育成するため、小・中・高等学校を通じた英語教育改革を推進するとともに、
課題解決能力等の国際的素養を身に付けたグローバル・リーダーを育成する高等学校等を支援する。また、
在外教育施設で学ぶ児童生徒の教育環境の改善及び帰国・外国人児童生徒等の受入体制の充実を図るなどの
取組を行う。

■小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 ９．６億円（７．６億円）
小学校の新たな外国語教育における新教材の開発・整備【拡充】
新学習指導要領の移行措置・先行実施に向けて必要な小学校の新たな外国語教育における教材を整備(小学校中学年・

高学年用)

中学校・高等学校における英語教育の抜本的改善のための指導方法等に関する実証研究

先進的な指導方法・ICT教材等についてエビデンス・ベースの実証研究を行い、研究成果を全国に提供

外部専門機関と連携した英語指導力向上事業

英語教育推進リーダーの養成等、各県の英語教育改善プランを通じたPDCAサイクルの推進

小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施

大学等が開催する小学校教員の専科指導が可能となるプログラム開発・講習及び免許法認定講習への支援

グローバル化に対応した外国語教育推進事業【新規】

英語以外の外国語について新学習指導要領に基づいたカリキュラムや教材の開発等を支援

民間機関を活用した小学校英語の効果的な指導法等の開発及び成果普及事業【新規】

民間機関を活用して国が作成した新教材及びICT教材を使用した効果的な指導法等の開発・成果普及

■在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女教育の推進 １９９億円（１９１．４億円）
在外教育施設派遣教員経費の委託等【拡充】 1,203人 → 1,227人 （24人増）

在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業【拡充】

在外教育施設の課題解決やグローバル人材育成に係る先進的プログラム開発とともに教育活動に関する調査研究を実施

帰国生・教員の把握・ネットワーク構築事業【新規】

元在外教育施設在籍者の帰国生・教員のネットワーク構築を支援

私立在外教育施設教員派遣事業補助

≪関連施策≫
・教職員定数の増（小学校英語教育等に関する地域のリーダー的役割を担う専科指導教員の充実、外国人児童生徒等に対する
日本語指導対応）

・補習等のための指導員等派遣事業〔補助率１／３〕 （専門性の高い非常勤講師、英語が堪能な外部人材等の配置）
・地域における青少年の国際交流推進事業（イングリッシュキャンプ）

■スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ) ８．７億円（８．７億円）
スーパーグローバルハイスクールの充実 １２３校

事業の検証評価実施

中間評価の実施（Ｈ２８年度指定校１１校）

産学官フォーラム（仮称）等の開催

■高校生の国際交流の促進 ４億円（１．５億円）
アジア高校生架け橋プロジェクト（仮称）【新規】

アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国の高校に招聘

社会総がかりで行う高校生留学促進事業【拡充】

地方公共団体や学校、民間団体等が実施する留学プログラムへの参加に対する支援

対象 1,500人 × 6万円 → 1,500人 × 8万円 等

■帰国・外国人児童生徒等教育の推進 ４．１億円（２．６億円）
公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業【拡充】

重点実施項目の設定（プレスクール、大学・企業との連携によるキャリア教育、多言語翻訳システム等ＩＣＴの活用・検証）

定住外国人の子供の就学促進事業

外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業

日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業 【新規】

日本語指導が必要な児童生徒等への指導・支援体制の調査の実施、ポータルサイトの抜本的強化、手引きの改訂等
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